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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第２四半期連結
累計期間

第13期
第２四半期連結

累計期間
第12期

会計期間
自 2018年３月１日
至 2018年８月31日

自 2019年３月１日
至 2019年８月31日

自 2018年３月１日
至 2019年２月28日

売上収益
（百万円）

227,206 225,664 459,840
（第２四半期連結会計期間） (116,132) (113,181)  

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 25,064 23,960 42,126

親会社の所有者に帰属する
四半期（当期）利益 （百万円）

15,910 14,367 27,358

（第２四半期連結会計期間） (7,567) (6,920)  

親会社の所有者に帰属する
四半期（当期）包括利益

（百万円） 16,161 12,080 25,631

親会社の所有者に帰属する
持分

（百万円） 407,417 407,573 412,700

資産合計 （百万円） 1,024,953 1,267,853 1,029,573

基本的１株当たり四半期
（当期）利益 （円）

60.80 54.89 104.55

（第２四半期連結会計期間） (28.92) (26.44)  

希薄化後１株当たり四半期
（当期）利益

（円） 60.80 54.89 104.52

親会社所有者帰属持分比率 （％） 39.7 32.1 40.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 22,453 42,770 34,870

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △12,871 △5,289 △26,836

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △14,598 △2,122 △21,274

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 33,878 61,018 25,659

（注）１ 上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいて
おります。

２ 当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記
載しておりません。

３ 百万円未満を切り捨てて記載しております。
４ 売上収益には、消費税等は含まれておりません。
 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む主な事業の

内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものでありま

す。

 

(1）経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（2019年３月１日～2019年８月31日）の日本経済は、個人消費の伸

びもあり、緩やかな回復基調となったものの、企業収益の低迷や、米中貿易戦争、中国経済の減

速を受け、その伸びは鈍化いたしました。

小売業界におきましては、雇用情勢の改善や所得の緩やかな回復、個人消費の改善など、明る

い材料が見られる一方で、好調に推移していたインバウンド需要や企業収益・投資に鈍化の兆し

が出てくるなど、消費を取り巻く環境は一進一退の状況にありました。

このような状況の中、当社グループは“くらしの「あたらしい幸せ」を発明する。”という新

しいグループビジョンの実現を目指した「2017～2021年度 中期経営計画」の３年目を迎え、小売

業の枠を超えた「マルチサービスリテイラー」としての発展に向けて、既存事業の競争力と収益

力の一段の強化をはかるとともに、重点３事業（クレジット金融事業、人材派遣事業、建装事

業）の取り組みを加速させております。

加えて、持続可能な社会への貢献と企業として持続的な成長の実現にむけたESGを重視した経営

を実行するため、「低炭素社会への貢献」をはじめとする５つの重要課題を特定し、中長期の目

標達成にむけた行動計画の立案など全社的な取り組みを進めております。５月にはその取り組み

の一環として、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）へ賛同いたしました。

百貨店事業につきましては、訪日外国人客を中心に化粧品、ラグジュアリーブランド等が好調

に推移いたしました。また、「新しい価値」をお客様に提供していくことを目指した「新編集売

場」の取り組みとして「美・食・雑貨」を融合させた新ゾーン「KiKiYOCOCHO（キキヨコチョ）」

を大丸札幌店につぐ２店舗目として、３月に松坂屋名古屋店にオープンいたしました。その中に

当社が運営するセルフ型ビューティショップ「Amuse Beauté（アミューズ ボーテ）」がオープン

し、全国で７店舗目の展開となりました。４月には持続可能な社会の構築に貢献するため、不要

となった衣料品などの回収を行う「ECOFF（エコフ）リサイクルキャンペーン」を大丸・松坂屋の

基幹店舗で開催し、今回も多くのお客様にご参加いただきました。

また、建て替え工事中であった大丸心斎橋店本館は８月23日に竣工し、９月20日にグランド

オープンを迎えました。一方で、地方郊外店の経済環境の変化と競合激化が進む中、当社グルー

プの地方百貨店構造改革の一環として、下関大丸が今後も地域に貢献し、持続可能な成長を目指

すため、同社を大丸松坂屋百貨店に吸収合併することを決定いたしました。また、大丸山科店に

ついては３月をもって営業を終了いたしました。

不動産事業につきましては、アーバンドミナント戦略の一環として、４月に京都烏丸エリアの

東洞院通に「ビューティー＆ヘルス」をキーワードとした商業施設「BINO東洞院（ビーノ ヒガシ

ノトウイン）」をオープンいたしました。
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パルコ事業につきましては、３月には「職住が接近する都心生活者のための新しいコミュニ

ティの創造」をコンセプトに錦糸町パルコを、６月には「幸せの共感 ここから未来へ」をコンセ

プトに沖縄初出店94店を含む全250店を擁するサンエー浦添西海岸 PARCO CITYを、８月には「都

市生活者のライフスタイルサポート、都市機能の充実」をコンセプトに川崎ゼロゲートをオープ

ンいたしました。一方で取り巻く商環境の変化を勘案し、５月に宇都宮パルコを閉店いたしまし

た。また、1969年の池袋パルコ開業から50周年を迎える節目の年に生まれ変わる新生「渋谷パル

コ」は11月22日にグランドオープンいたします。

その他小売業の枠を超えた事業領域拡大の取り組みとして、子育て世代の不安・不満の解消を

目指し、教育の充実と長時間保育を両立させた認可外保育施設の第１号園「Daimaru Matsuzakaya

Kids Duo International 青葉台」を３月に開園いたしました。

以上のような諸施策に取り組みました結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、前年同

四半期に比べ売上収益は０．７％減の２，２５６億６４百万円、営業利益は４．０％増の２５１

億７５百万円、税引前四半期利益は４．４％減の２３９億６０百万円、親会社の所有者に帰属す

る四半期利益は９．７％減の１４３億６７百万円となりました。
 

セグメントの業績は、以下のとおりであります。
 

＜百貨店事業＞

店舗戦略の基軸となる集客力強化の取り組みとして、松坂屋名古屋店・南館２階フロアを７年

ぶりに改装し、「美・食・雑貨」を融合した新編集売場「KiKiYOCOCHO」を３月にオープンいたし

ました。日本初出店・東海地区初出店を含む25ショップで構成し、百貨店の高級感と横丁の賑わ

い感が共存する、女性の「ためせる・みつかる・くつろげる」をかなえる空間となっておりま

す。

顧客基盤拡大の取り組みでは、「新しい顧客体験の提供」と「営業施策の高度化」の視点に基

づく、お客様との更なる関係性強化のため、５月末に＜大丸・松坂屋アプリ＞を全国13店舗へ拡

大展開いたしました。

拡大する富裕層マーケットに対しては、新規口座開拓を継続して取り組むとともに、新たな外

商ビジネスモデルを展開するため、ICTを活用した業務支援システムの整備と新しい組織体制の構

築に取り組みました。また、増加を続ける訪日外国人への対応として、化粧品売場の拡大やSNSを

活用した情報発信、モバイル決済顧客向けキャンペーンによる集客力強化に取り組んだ結果、免

税売上高は化粧品を中心に堅調に推移いたしました。

９月20日に新本館がグランドオープンした大丸心斎橋店は、９月15日から一時休館に入った北

館を中心に売り納めセールを大々的に実施し、訪日外国人も含めて沢山のお客様がご来店されま

した。

ECO活動を通じてお客様への負担や地球への負荷をOFFする「持続可能な参加型プロジェクト」

として、衣料品回収BOXの常設や環境活動の認知を深めるイベントを開催するなど、積極的なリサ

イクル・リユース活動「ECOFF（エコフ）」に取り組みました。

また、地方百貨店構造改革の一環として、下関大丸の今後の継続的な成長を目指し、2020年３

月（予定）に同社を大丸松坂屋百貨店に吸収合併し、直営化することを決定いたしました。

なお、大丸山科店については昨今の経営環境の変化と競合激化が進む中、業績の改善を見通す

ことは困難であるとの判断から、３月31日をもって営業を終了いたしました。

以上のような諸施策に取り組みましたが、前年同四半期に比べ売上収益は２．０％減の

１，３１９億９７百万円、営業利益は１０．８％減の１０５億８０百万円となりました。
 

＜パルコ事業＞

ショッピングセンター事業では、３月に新たにリノベーション型の開発物件として墨田区錦糸

町駅前に錦糸町パルコを、６月に株式会社サンエーとの共同事業によるサンエー浦添西海岸

PARCO CITYを開業し、新たな業態開発手法に基づく不動産開発を推進いたしました。パルコ店舗

では、デジタル環境の進化や消費志向の変化を捉え、顧客起点でのビジネスモデル変革を進める

体制を整え、新たなテナント開発や顧客接点拡大・満足度向上に向けたコミュニケーション強化

に取り組みました。

以上のような諸施策に取り組みました結果、前年同四半期に比べ売上収益は１．１％減の４３

６億９４百万円、営業利益は２．８％増の５８億６５百万円となりました。
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＜不動産事業＞

エリアの魅力を最大化し、地域とともに成長する「アーバンドミナント戦略」の一環として、

2017年度に開業いたしましたGINZA SIXと上野フロンティアタワーが順調に推移し、当四半期を通

じて業績向上に貢献いたしました。

また、４月にはアーバンドミナント戦略の重点地区である京都において、ビューティー＆ヘル

スをコンセプトとする商業施設「BINO 東洞院」を開業するなど周辺開発に取り組みました。

（BINO=Beauty Inside and Out）

以上のような取り組みに加え、百貨店事業から神戸店・京都店・上野店の周辺店舗の移管を受

けたこともあり、前年同四半期に比べ売上収益は５．２％増の８８億２０百万円、営業利益につ

きましては、固定資産売却益を計上したこともあり、１００．５％増の５７億２９百万円となり

ました。

 

＜クレジット金融事業＞

外部加盟店での利用増による手数料収入と割賦販売利息収入等が増加した結果、前年同四半期

に比べ売上収益は１.５％増の５１億９９百万円、営業利益は１.２％増の１０億８９百万円とな

りました。

 

(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は１兆２,６７８億５３百万円となり、前連結会計年度

末に比べ２,３８２億８０百万円増加いたしました。これは主にIFRS第16号「リース」の適用によ

る使用権資産の増加などによるものです。一方、負債合計は８，０５７億３６百万円となり、前連

結会計年度末に比べ２，４４６億４９百万円増加いたしました。これは主にIFRS第16号「リース」

の適用によるリース負債の増加などによるものです。資本合計は４,６２１億１７百万円となり、

前連結会計年度末に比べ６３億６８百万円減少いたしました。これは主にIFRS第16号「リース」の

適用による利益剰余金の減少などによるものです。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物」の残高は、前連結会計年度末に比

べ３５３億５９百万円増の６１０億１８百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。

 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは４２７億７０百万円の収入となりました。前第２四半

期連結累計期間との比較では、IFRS第16号「リース」の適用による減価償却費及び償却費の調

整や営業債務の増加などにより２０３億１７百万円の収入増となりました。

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは５２億８９百万円の支出となりました。前第２四半期

連結累計期間との比較では、有形固定資産の取得による支出の減少などにより７５億８２百万

円の支出減となりました。

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは２１億２２百万円の支出となりました。前第２四半期

連結累計期間との比較では、社債の発行による収入などにより１２４億７６百万円の支出減と

なりました。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針について定めており、その内容は次のとおりで

あります。

 

① 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内

容や当社グループの企業価値の源泉を十分に理解し、当社グループの企業価値ひいては株主共同

の利益を継続的かつ持続的に確保し、これを向上していくことを可能とする者であることが必要

であるものと考えております。

当社は、当社が上場会社であることから、当社の株主のあり方については、一般的には金融商

品取引所における自由な市場取引を通じて決まるものであり、特定の株主または特定の株主グ

ループによって当社株式の一定規模以上の取得行為（以下「大量取得行為」といいます。）が行

われる場合であっても、当該大量取得行為が当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に

資するものであれば、一概にこれを否定するものではなく、これに応じるか否かについては、最

終的には株主の皆さまのご判断に委ねられるべきものと考えております。

しかしながら、大量取得行為の中には、その目的等からして当社グループの企業価値に対する

明白な侵害をもたらすもの、株主の皆さまに当社株式の売却を事実上強要するおそれがあるも

の、当社取締役会や株主の皆さまが大量取得者の提案内容等について検討し、または当社取締役

会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないものなど、当社グループの企業価値

を毀損する重大なおそれをもたらすものも想定されます。

このような当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量取得行為を行う者

（以下「大量取得者」といいます。）は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として

は不適切であり、当社は、このような大量取得行為に対しては、大量取得者による情報提供並び

に当社取締役会による検討及び評価といったプロセスを確保するとともに、当社グループの企業

価値ひいては株主共同の利益の毀損を防止するため、当社取締役会及び株主の皆さまが大量取得

者の提案内容を検討するための十分な時間を確保することこそが、株主の皆さまから当社経営の

負託を受けた当社取締役会の責務であると考えております。

 

② 基本方針の実現に資する取組み

当社グループは、大丸・松坂屋の創業以来、その企業理念、伝統精神である「先義後利（義を

先にして利を後にする者は栄える）」、「諸悪莫作 衆善奉行（諸悪をなすなかれ、多くの善行を

行え）」、「人の利するところにおいて、われも利する」に基づき、永年にわたって呉服商、百

貨店業を営んでまいりました。

当社は、当社グループの企業価値の源泉は、これらの理念、精神に基づくことにより築き上げ

られてきた、お客様及び社会との信頼関係にあるものと考えております。

そこで、当社は、これらの理念、精神に共通する「お客様第一主義」、「社会への貢献」を体

現するため、当社グループの基本理念として「時代の変化に即応した高質な商品・サービスを提

供し、お客様の期待を超えるご満足の実現を目指す」、「公正で信頼される企業として、広く社

会への貢献を通じてグループの発展を目指す」ことを掲げ、この基本理念に基づき、当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益の確保及び向上に資するため、当社グループのビジョンと

して“くらしの「あたらしい幸せ」を発明する。”を掲げ、さまざまな施策に取り組んでおりま

す。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組み

当社は、現在のところ、大量取得者が出現した場合の具体的な取り組み、いわゆる買収防衛策

について特にこれを定めてはおりません。

しかしながら、大量取得者が出現した場合には、当社グループの企業価値の毀損を防止するた

め、大量取得者の属性、大量取得行為の目的、大量取得者が提案する財務及び事業の方針、株主

の皆さま及び当社グループのお客様・お取引先様・従業員・当社グループを取り巻く地域社会そ

の他のステークホルダーに対する対応方針など、大量取得者に関するこれらの情報を把握した上

で、当該大量取得行為が当社グループの企業価値に及ぼす影響を慎重に検討する必要があるもの

と考えます。

したがって、このような場合には、当社は、当社社内取締役から独立した立場にある社外取締

役及び有識者をメンバーとする独立委員会を設置し、その勧告意見を踏まえた上で、当該大量取

得者が前記の基本方針に照らして不適切な者であると判断されるときは、必要かつ相当な対応を

講じることにより、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保する所存でありま

す。

 

④ 具体的な取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社グループで策定するさまざまな施策は、当社グループの基本理念に基づいて策定されてお

り、当社グループの企業価値の源泉であるお客様及び社会との信頼関係のさらなる構築を目指す

ものであります。したがって、これらの施策は、基本方針の内容に沿うものであり、当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであると考えております。

また、基本方針に照らして不適切な者であると判断される大量取得者に対して必要かつ相当な

対応を講じることについては、当社社内取締役からの独立性が確保されている独立委員会の勧告

意見を踏まえて判断することにより、その判断の公正性・中立性・合理性が担保されており、当

社グループの企業価値・株主共同の利益を損なうものではないとともに、当社の会社役員の地位

の維持をその目的とするものではないと考えております。

 

(5）研究開発活動

特記事項はありません。

 
 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
（2019年８月31日）

提出日現在発行数(株)
（2019年10月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 270,565,764 270,565,764

東京証券取引所

市場第一部

名古屋証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 270,565,764 270,565,764 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年６月１日～
2019年８月31日

－ 270,565 － 31,974 － 9,474
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(5)【大株主の状況】

  2019年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 26,681 10.10

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 16,221 6.14

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 9,828 3.72

Ｊ．フロント リテイリング

共栄持株会

東京都中央区日本橋一丁目４番１号

日本橋一丁目三井ビルディング
6,249 2.36

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 5,732 2.17

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,958 1.87

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,373 1.65

JP MORGAN CHASE BANK 385151
25 BANK STREET,CANARY WHARF,

LONDON,E14 5JP,UNITED KINGDOM
4,057 1.53

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,748 1.41

HSBC TRINKAUS AND BURKHARDT AG

RE:DE-CLTS A/C RE AIF

KOENIGSALLEE 21-23,40212

DUESSELDORF,GERMANY
3,708 1.40

計 － 85,559 32.41

（注）１　Ｊ．フロント リテイリング共栄持株会は当社グループの取引先企業で構成されている持株会であります。

２　上記のほか自己株式が6,589千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合は2.43％）あり、所有株式数

の割合は、当該自己株式を控除して計算しております。

　　なお、当該自己株式には役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は含めておりません。
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(6)【議決権の状況】
 

①【発行済株式】
2019年８月31日現在

 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

6,589,400

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

263,352,900
2,633,529 －

単元未満株式
普通株式

623,464
－ －

発行済株式総数 270,565,764 － －

総株主の議決権 － 2,633,529 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式2,270,000株（議決権

22,700個）及び証券保管振替機構名義の株式が9,400株（議決権94個）含まれております。

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式97株及び役員報酬ＢＩＰ信託口所有の自己株式35株が含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】
2019年８月31日現在

 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

Ｊ．フロント リテイリング㈱
東京都中央区銀座
六丁目10番１号

6,589,400 － 6,589,400 2.43

計 － 6,589,400 － 6,589,400 2.43

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式は、上記自己株式には含まれておりません。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、

国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年６

月１日から2019年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年３月１日から2019年８月31日

まで）に係る要約四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを

受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1)【要約四半期連結財政状態計算書】

 注記
前連結会計年度

（2019年２月28日）
 

当第２四半期
連結会計期間

（2019年８月31日）

  百万円  百万円

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物 8 25,659  61,018

営業債権及びその他の債権 8 132,943  139,468

その他の金融資産 8 7,324  8,254

棚卸資産  38,349  38,303

その他の流動資産  7,004  5,372

流動資産合計  211,281  252,416

非流動資産     

有形固定資産  471,238  459,757

使用権資産 3 -  190,496

のれん  523  523

投資不動産  197,162  221,726

無形資産  4,489  5,271

持分法で会計処理されている投資  17,616  18,343

その他の金融資産 8 96,225  91,252

繰延税金資産  8,280  10,629

その他の非流動資産  22,754  17,436

非流動資産合計  818,291  1,015,437

資産合計  1,029,573  1,267,853
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 注記
前連結会計年度

（2019年２月28日）
 

当第２四半期
連結会計期間

（2019年８月31日）

  百万円  百万円

負債及び資本     

負債     

流動負債     

社債及び借入金 8 31,320  41,580

営業債務及びその他の債務 8 138,938  142,961

リース負債 3 -  28,552

その他の金融負債 8 32,252  32,052

未払法人所得税等  8,174  8,843

引当金  1,851  1,891

その他の流動負債  62,490  67,498

流動負債合計  275,028  323,379

非流動負債     

社債及び借入金 8 143,058  150,257

リース負債 3 -  203,408

その他の金融負債 8 47,718  38,100

退職給付に係る負債  29,003  28,490

引当金  5,176  4,911

繰延税金負債  60,455  56,444

その他の非流動負債  647  742

非流動負債合計  286,059  482,356

負債合計  561,087  805,736

資本     

資本金  31,974  31,974

資本剰余金  212,210  212,267

自己株式  △15,090  △14,970

その他の資本の構成要素  14,745  11,563

利益剰余金  168,861  166,738

親会社の所有者に帰属する持分合計  412,700  407,573

非支配持分  55,784  54,543

資本合計  468,485  462,117

負債及び資本合計  1,029,573  1,267,853
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(2)【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年３月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

  百万円  百万円

売上収益 5,6 227,206  225,664

売上原価  △122,255  △121,005

売上総利益  104,950  104,659

     

販売費及び一般管理費  △80,678  △80,915

その他の営業収益  1,654  4,097

その他の営業費用  △1,707  △2,666

営業利益 5 24,218  25,175

     

金融収益  652  633

金融費用  △593  △2,836

持分法による投資損益  787  988

税引前四半期利益  25,064  23,960

     

法人所得税費用  △7,570  △8,369

四半期利益  17,494  15,591

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  15,910  14,367

非支配持分  1,584  1,223

四半期利益  17,494  15,591

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 9 60.80  54.89

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 9 60.80  54.89
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【第２四半期連結会計期間】

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自 2018年６月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自 2019年６月１日
至 2019年８月31日）

  百万円  百万円

売上収益 5 116,132  113,181

売上原価  △62,927  △60,690

売上総利益  53,205  52,491

     

販売費及び一般管理費  △41,229  △41,224

その他の営業収益  670  3,270

その他の営業費用  △1,427  △2,156

営業利益 5 11,219  12,380

     

金融収益  331  314

金融費用  △288  △1,442

持分法による投資損益  589  557

税引前四半期利益  11,852  11,810

     

法人所得税費用  △3,468  △4,468

四半期利益  8,383  7,341

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  7,567  6,920

非支配持分  815  420

四半期利益  8,383  7,341

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 9 28.92  26.44

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 9 28.92  26.44
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(3)【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年３月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

  百万円  百万円

四半期利益  17,494  15,591

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
 336  △2,259

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 33  △37

純損益に振り替えられることのない項目合計  370  △2,297

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

キャッシュ・フロー・ヘッジ  6  △54

在外営業活動体の換算差額  △65  △12

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 1  0

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 △57  △66

税引後その他の包括利益  312  △2,363

四半期包括利益  17,807  13,227

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  16,161  12,080

非支配持分  1,645  1,147

四半期包括利益  17,807  13,227
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【第２四半期連結会計期間】

  
前第２四半期連結会計期間
（自 2018年６月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自 2019年６月１日
至 2019年８月31日）

  百万円  百万円

四半期利益  8,383  7,341

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
 455  △1,753

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 －  △0

純損益に振り替えられることのない項目合計  455  △1,753

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

キャッシュ・フロー・ヘッジ  △13  △26

在外営業活動体の換算差額  △28  △43

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 △0  △0

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 △41  △70

税引後その他の包括利益  413  △1,823

四半期包括利益  8,797  5,517

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  7,956  5,139

非支配持分  841  378

四半期包括利益  8,797  5,517
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(4)【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自 2018年３月１日 至 2018年８月31日）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金  資本剰余金  自己株式  

その他の資本の構成要素

 
在外営業
活動体の
換算差額

 
キャッシュ
・フロー
・ヘッジ

 

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2018年３月１日時点の残高  31,974  211,864  △15,244  △43  △15  15,831

会計方針の変更の影響  －  －  －  －  －  －

会計方針の変更を反映した残高  31,974  211,864  △15,244  △43  △15  15,831

四半期利益  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  △63  7  273

四半期包括利益合計  －  －  －  △63  7  273

自己株式の取得  －  －  △4  －  －  －

自己株式の処分  －  0  0  －  －  －

配当金 7 －  －  －  －  －  －

支配継続子会社に対する

持分変動
 －  1  －  －  －  －

株式報酬取引  －  78  162  －  －  －

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 －  －  －  －  －  △388

その他  －  －  －  29  △49  －

所有者との取引額合計  －  80  157  29  △49  △388

2018年８月31日時点の残高  31,974  211,945  △15,086  △77  △57  15,716

 

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

合計
 その他の資本の構成要素

 利益剰余金  合計   
 

確定給付制度
の再測定

 合計

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2018年３月１日時点の残高  －  15,772  151,151  395,519  55,368  450,887

会計方針の変更の影響  －  －  487  487  －  487

会計方針の変更を反映した残高  －  15,772  151,639  396,006  55,368  451,374

四半期利益  －  －  15,910  15,910  1,584  17,494

その他の包括利益  33  250  －  250  61  312

四半期包括利益合計  33  250  15,910  16,161  1,645  17,807

自己株式の取得  －  －  －  △4  －  △4

自己株式の処分  －  －  －  0  －  0

配当金 7 －  －  △4,969  △4,969  △520  △5,489

支配継続子会社に対する

持分変動
 －  －  －  1  △516  △514

株式報酬取引  －  －  －  240  －  240

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 △33  △422  422  －  －  －

その他  －  △19  －  △19  －  △19

所有者との取引額合計  △33  △442  △4,546  △4,751  △1,037  △5,788

2018年８月31日時点の残高  －  15,580  163,003  407,417  55,976  463,394
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当第２四半期連結累計期間（自 2019年３月１日 至 2019年８月31日）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金  資本剰余金  自己株式  

その他の資本の構成要素

 
在外営業
活動体の
換算差額

 
キャッシュ
・フロー
・ヘッジ

 

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2019年３月１日時点の残高  31,974  212,210  △15,090  △83  △5  14,834

会計方針の変更の影響 3 －  －  －  －  －  －

会計方針の変更を反映した残高  31,974  212,210  △15,090  △83  △5  14,834

四半期利益  －  －  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  △12  △54  △2,183

四半期包括利益合計  －  －  －  △12  △54  △2,183

自己株式の取得  －  －  △3  －  －  －

自己株式の処分  －  △0  0  －  －  －

配当金 7 －  －  －  －  －  －

支配継続子会社に対する

持分変動
 －  －  －  －  －  －

株式報酬取引  －  57  122  －  －  －

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 －  －  －  －  －  △931

その他  －  －  －  －  －  －

所有者との取引額合計  －  57  119  －  －  △931

2019年８月31日時点の残高  31,974  212,267  △14,970  △95  △59  11,718

 

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

合計
 その他の資本の構成要素

 利益剰余金  合計   
 

確定給付制度
の再測定

 合計

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2019年３月１日時点の残高  －  14,745  168,861  412,700  55,784  468,485

会計方針の変更の影響 3 －  －  △12,675  △12,675  △1,914  △14,590

会計方針の変更を反映した残高  －  14,745  156,185  400,025  53,869  453,895

四半期利益  －  －  14,367  14,367  1,223  15,591

その他の包括利益  △37  △2,287  －  △2,287  △76  △2,363

四半期包括利益合計  △37  △2,287  14,367  12,080  1,147  13,227

自己株式の取得  －  －  －  △3  －  △3

自己株式の処分  －  －  －  0  －  0

配当金 7 －  －  △4,709  △4,709  △515  △5,225

支配継続子会社に対する

持分変動
 －  －  －  －  3  3

株式報酬取引  －  －  －  179  38  218

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 37  △894  894  －  －  －

その他  －  －  －  －  －  －

所有者との取引額合計  37  △894  △3,815  △4,532  △473  △5,005

2019年８月31日時点の残高  －  11,563  166,738  407,573  54,543  462,117
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(5)【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年３月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

  百万円  百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  25,064  23,960

減価償却費及び償却費  9,783  25,119

減損損失  408  573

金融収益  △652  △633

金融費用  593  2,836

持分法による投資損益（△は益）  △787  △988

固定資産売却損益（△は益）  △23  △2,422

固定資産処分損  882  685

棚卸資産の増減額（△は増加）  2,266  1,038

営業債権及びその他の債権の増減額

（△は増加）
 △7,033  △4,161

営業債務及びその他の債務の増減額

（△は減少）
 1,162  4,798

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  △663  △513

退職給付に係る資産の増減額（△は増加）  △99  57

その他  △1,403  4,188

小計  29,498  54,539

利息の受取額  77  59

配当金の受取額  261  226

利息の支払額  △544  △2,785

法人所得税の支払額  △9,292  △11,923

法人所得税の還付額  2,453  2,654

営業活動によるキャッシュ・フロー  22,453  42,770

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △16,520  △6,717

有形固定資産の売却による収入  7  34

投資不動産の取得による支出  △3,621  △613

投資不動産の売却による収入  32  2,959

投資有価証券の取得による支出  △924  △613

投資有価証券の売却による収入  8,014  3,140

その他  140  △3,480

投資活動によるキャッシュ・フロー  △12,871  △5,289
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前第２四半期連結累計期間
（自 2018年３月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

  百万円  百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  △850  △7,000

コマーシャル・ペーパーの純増減額

（△は減少）
 △1,000  －

長期借入れによる収入  850  1,300

長期借入金の返済による支出  △7,430  △6,730

社債の発行による収入  －  29,864

リース負債の返済額  －  △14,367

自己株式の取得による支出  △5  △3

配当金の支払額  △4,953  △4,693

非支配株主への配当金の支払額  △520  △515

その他  △689  23

財務活動によるキャッシュ・フロー  △14,598  △2,122

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △5,016  35,359

現金及び現金同等物の期首残高  38,883  25,659

現金及び現金同等物の為替変動による影響  11  △0

現金及び現金同等物の四半期末残高  33,878  61,018
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

Ｊ．フロント リテイリング株式会社（以下、「当社」という。）は当社グループの中で最上

位の親会社であり、日本に所在する企業であります。当社の登記されている本社の住所は、東京

都中央区であります。

2019年８月31日に終了する６ヶ月間の当社の要約四半期連結財務諸表は、当社及びその子会社

並びに関連会社に対する当社グループの持分により構成されております。

当社及び子会社（以下、「当社グループ」という。）の主要な活動については、注記「５．セ

グメント情報」をご参照下さい。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠し

て作成しております。

当社グループは、四半期連結財務諸表規則 第１条の２の「指定国際会計基準特定会社」の

要件をすべて満たすことから、同第93条の規定を適用しております。

 

(2）測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を

除き、取得原価を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨として

おり、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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３．重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度

に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しており

ます。

 

当社グループは、第１四半期連結会計期間より、以下の基準を適用しております。

 

IFRS  新設・改訂の概要

IFRS第16号 リース  リースに関する会計処理の改訂

 

当社グループは、第１四半期連結会計期間よりIFRS第16号「リース」(2016年１月公表、以下、

「IFRS第16号」という。）を適用しております。

当社グループは、経過措置に従ってIFRS第16号を遡及適用し、適用開始の累積的影響を第１四半

期連結会計期間の利益剰余金期首残高の修正として認識しております。IFRS第16号への移行に際

し、契約にリースが含まれているか否かについては、IFRS第16号C3項の実務上の便法を選択し、

IAS第17号「リース」（以下「IAS第17号」という。）及びIFRIC第４号「契約にリースが含まれて

いるか否かの判断」の下での判断を引き継いでおります。

当社グループは、過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類したリースにつ

いて、IFRS第16号の適用開始日に、使用権資産及びリース負債を認識しております。リース負債

は、リース料総額の未決済分を適用開始日現在の借手の追加利子率を用いて割り引いた現在価値で

測定しております。適用開始日現在の連結財政状態計算書に認識されているリース負債に適用して

いる借手の追加利子率の加重平均は、1.8％であります。使用権資産は、IFRS第16号がリース契約

の開始日から適用されていたかのように遡及的に測定しております。なお、使用権資産は定額法に

より減価償却しております。ただし、短期リース又は少額リースについては、当該基準の要求を適

用しないことを選択しております。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首時点において、過去にIAS第17号を適用してファイナ

ンス・リースとして会計処理していたリース資産・リース債務等の振替分を除き、使用権資産（投

資不動産含む）、リース負債がそれぞれ2,082億8百万円、2,284億14百万円増加し、利益剰余金、

非支配持分が、それぞれ126億75百万円、19億14百万円減少しております。

当第２四半期連結累計期間においては、従前の会計基準を適用した場合と比較して、営業利益が

21億81百万円増加しますが、税引前四半期利益に与える影響は軽微であります。

また、営業活動によるキャッシュ・フローが139億65百万円増加し、財務活動によるキャッ

シュ・フローが同額減少しております。

前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース契約と連結財

政状態計算書に認識した適用開始日現在のリース負債の調整表は以下のとおりであります。
 

  金額

  百万円

2019年２月28日現在で開示した解約不能オペレーティング・リース契約  42,866

   

2019年２月28日現在で開示した解約不能オペレーティング・リース契約

を追加借入利子率で割り引いた金額
 40,208

2019年２月28日現在で開示したファイナンス・リース債務  10,301

2019年３月１日にIFRS第16号を適用し、リース期間の見直しを行った

影響等
 188,205

2019年３月１日現在のリース負債  238,715
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当社グループは、IFRS第16号を適用するにあたり、以下の実務上の便法を使用しております。

・減損レビューを実施することの代替として、リースが適用開始日直前においてIAS第37号「引

当金、偶発負債及び偶発資産」を適用して不利であるかどうかの評価に依拠

・適用開始日から12か月以内にリース期間が終了するリースについて、短期リースと同じ方法

で会計処理

・当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外

・延長又は解約オプションが含まれている契約について、リース期間を算定する際などに、事

後的判断を使用

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益

及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられておりま

す。実際の業績は、これらの見積りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更による影響

は、その見積りを変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

経営者が行った要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、以下

を除き前連結会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。

 

・使用権資産のリース期間

当社グループは、リース期間について、リースの解約不能期間に、延長することが合理的に

確実である期間、及び、解約しないことが合理的に確実な期間を加えた期間を加味し決定して

います。具体的には、リース期間を延長又は短縮することによる賃借料の変動、解約違約金の

有無、重要な賃借物件の造作設備等の投資回収期間を考慮の上、リース期間を見積もっており

ます。

百貨店事業における借手の不動産リースについては、各店舗ごとに、次回の大規模改装計画

発生時又は次期中期経営計画決定時等にリース期間の見直しを行う可能性があります。リース

期間の見直しが必要となった場合、翌期以降の連結財務諸表において認識する金額に重要な影

響を与える可能性があります。
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５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入

手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討

を行う対象となっているものであります。

当社グループでは持株会社体制の下、百貨店事業を中心に事業活動を展開しており、「百貨

店事業」、「パルコ事業」、「不動産事業」、「クレジット金融事業」を報告セグメントとし

ております。

「百貨店事業」は衣料品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売を行っております。「パルコ事

業」はショッピングセンターの開発、経営、管理、運営等を行っております。「不動産事業」

は不動産の開発、管理、運営等を行っております。「クレジット金融事業」はクレジットカー

ドの発行と運営等を行っております。

 
 

(2）セグメント収益及び業績

当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。なお、セグ

メント間の取引は概ね市場実勢価格に基づいております。
 

前第２四半期連結累計期間（自 2018年３月１日 至 2018年８月31日）

 報告セグメント

 その他  合計  調整額  連結
 

百貨店
事業

 
パルコ
事業

 
不動産
事業

 
クレジット

金融事業
 計

 百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

外部収益 134,459  44,037  7,821  3,100  189,418  37,787  227,206  －  227,206

セグメント間収益 172  146  566  2,023  2,908  15,396  18,305  △18,305  －

計 134,632  44,184  8,387  5,123  192,327  53,184  245,511  △18,305  227,206

セグメント利益 11,865  5,707  2,857  1,076  21,506  2,131  23,637  580  24,218

金融収益                 652

金融費用                 △593

持分法による

投資損益
                787

税引前

四半期利益
                25,064

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、卸売業、建装工事請負業及び家具

製造販売業、駐車場業及びリース業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社収益・全

社費用が含まれております。全社収益・全社費用は主に報告セグメントに帰属しない要約四半期連結財務諸

表提出会社の収益・費用であります。

３．セグメント利益は、要約四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結累計期間（自 2019年３月１日 至 2019年８月31日）

 報告セグメント

 その他  合計  調整額  連結
 

百貨店
事業

 
パルコ
事業

 
不動産
事業

 
クレジット

金融事業
 計

 百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

外部収益 131,753  43,502  8,287  3,337  186,881  38,783  225,664  －  225,664

セグメント間収益 244  191  533  1,862  2,831  17,371  20,202  △20,202  －

計 131,997  43,694  8,820  5,199  189,712  56,154  245,867  △20,202  225,664

セグメント利益 10,580  5,865  5,729  1,089  23,264  2,008  25,273  △98  25,175

金融収益                 633

金融費用                 △2,836

持分法による

投資損益
                988

税引前

四半期利益
                23,960

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、卸売業、建装工事請負業及び家具

製造販売業、駐車場業及びリース業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社収益・全

社費用が含まれております。全社収益・全社費用は主に報告セグメントに帰属しない要約四半期連結財務諸

表提出会社の収益・費用であります。

３．セグメント利益は、要約四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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前第２四半期連結会計期間（自 2018年６月１日 至 2018年８月31日）

 報告セグメント

 その他  合計  調整額  連結
 

百貨店
事業

 
パルコ
事業

 
不動産
事業

 
クレジット

金融事業
 計

 百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

外部収益 68,714  22,077  3,969  1,535  96,297  19,835  116,132  －  116,132

セグメント間収益 111  80  274  1,021  1,488  8,028  9,516  △9,516  －

計 68,826  22,158  4,244  2,557  97,786  27,863  125,649  △9,516  116,132

セグメント利益 5,015  2,956  1,250  337  9,560  1,405  10,965  253  11,219

金融収益                 331

金融費用                 △288

持分法による

投資損益
                589

税引前

四半期利益
                11,852

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、卸売業、建装工事請負業及び家具

製造販売業、駐車場業及びリース業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社収益・全

社費用が含まれております。全社収益・全社費用は主に報告セグメントに帰属しない要約四半期連結財務諸

表提出会社の収益・費用であります。

３．セグメント利益は、要約四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

当第２四半期連結会計期間（自 2019年６月１日 至 2019年８月31日）

 報告セグメント

 その他  合計  調整額  連結
 

百貨店
事業

 
パルコ
事業

 
不動産
事業

 
クレジット

金融事業
 計

 百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

外部収益 65,894  21,536  4,121  1,656  93,209  19,972  113,181  －  113,181

セグメント間収益 116  55  277  939  1,388  8,100  9,489  △9,489  －

計 66,010  21,591  4,399  2,596  94,598  28,072  122,670  △9,489  113,181

セグメント利益 4,449  2,457  4,043  294  11,244  1,178  12,423  △42  12,380

金融収益                 314

金融費用                 △1,442

持分法による

投資損益
                557

税引前

四半期利益
                11,810

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、卸売業、建装工事請負業及び家具

製造販売業、駐車場業及びリース業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社収益・全

社費用が含まれております。全社収益・全社費用は主に報告セグメントに帰属しない要約四半期連結財務諸

表提出会社の収益・費用であります。

３．セグメント利益は、要約四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

EDINET提出書類

Ｊ．フロント　リテイリング株式会社(E03516)

四半期報告書

27/37



６．売上収益

当社グループは、IFRS第８号「事業セグメント」に従って、「百貨店事業」、「パルコ事

業」、「不動産事業」、「クレジット金融事業」という４つのセグメントを報告しておりま

す。当該報告セグメントは、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、

定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、当該報告セグメントの区分がIFRS第15号第114項の分解開示に関する要求事

項の目的を満たすために使用できると判断しております。以下の表では、上記の区分に基づき

収益を分解するとともに、分解した収益と各セグメントがどのように関連するかを示す調整表

も含まれております。

なお、これらの事業から生じる収益は顧客との契約に従い計上しており、変動対価等に係る

売上収益の額に重要性はありません。また、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれて

おりません。
 

セグメント

前第２四半期連結累計期間

（自 2018年３月１日

至 2018年８月31日）

当第２四半期連結累計期間

（自 2019年３月１日

至 2019年８月31日）

  百万円 百万円

 大丸　　大阪・心斎橋店 18,904 20,528

 大阪・梅田店 12,329 12,043

 東京店 13,258 12,834

 京都店 11,079 10,960

 神戸店 12,518 11,924

 札幌店 10,932 10,766

 松坂屋　名古屋店 20,887 20,455

 上野店 11,438 10,546

 その他店舗 23,281 21,937

 セグメント間売上収益の消去 △172 △244

百貨店事業  134,459 131,753

 ショッピングセンター事業 25,076 25,273

 専門店事業 9,927 8,938

 総合空間事業 6,801 6,611

 その他の事業 2,378 2,871

 セグメント間売上収益の消去 △146 △191

パルコ事業  44,037 43,502

 不動産事業 8,387 8,820

 セグメント間売上収益の消去 △566 △533

不動産事業  7,821 8,287

 クレジット金融事業 5,123 5,199

 セグメント間売上収益の消去 △2,023 △1,862

クレジット金融事業  3,100 3,337

 その他 53,184 56,154

 セグメント間売上収益の消去 △15,396 △17,371

その他  37,787 38,783

合計 227,206 225,664

    

 顧客との契約から生じた収益 201,407 199,152

 その他の源泉から生じた収益 25,799 26,511

売上収益  227,206 225,664
 

（注）「百貨店事業」「パルコ事業」「不動産事業」の区分は、IFRS第16号(前第２四半期連結累計期間はIAS第

17号)に基づくリース収益を含んでおり、リース収益は「その他の源泉から生じた収益」に含めておりま

す。「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、卸売業、建装工事請負業

及び家具製造販売業、駐車場業及びリース業等を含んでおります。
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①　百貨店事業

百貨店事業は、衣料品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売を行っております。このような物

品販売については、多くの場合、物品を顧客に引き渡した時点で、履行義務が充足されると判

断しており、当該物品の引渡時点において収益を認識しております。物品代金は履行義務の充

足時点である物品引渡時に受領しております。

 

②　パルコ事業

パルコ事業は、ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営を行うショッピングセン

ター事業、身回品・雑貨等の販売を行う専門店事業、内装工事の設計及び施工等を行う総合空

間事業等を展開しております。

ショッピングセンター事業におけるサービスの提供については、継続的に提供しており履行

義務は一定の期間にわたり充足されると判断していることから、サービスの提供に応じて収益

を認識しております。

専門店事業における身回品・雑貨等の販売については、多くの場合、物品を顧客に引き渡し

た時点で、履行義務が充足されると判断しており、当該物品の引渡時点において収益を認識し

ております。物品代金は履行義務の充足時点である物品引渡時に受領しております。

総合空間事業における内装工事の設計及び施工については、工事契約の成果が信頼性をもっ

て見積もることができる場合は、履行義務の進捗に応じて収益を認識しております。工事契約

の成果が信頼性をもって見積もれない場合は、発生した工事契約原価のうち回収される可能性

が高い範囲でのみ収益を認識しております。

 

③　不動産事業

不動産事業は、大丸松坂屋百貨店各店舗の周辺エリアを中心とした自社物件の開発及び外部

物件の賃借と取得による賃貸借面積の拡大、当該物件の管理、運営等を行っております。

不動産の賃貸等による収益は、IFRS第16号に従い、その発生期間に賃貸収益を認識しており

ます。

 

④　クレジット金融事業

クレジット金融事業はクレジットカードの発行と運営等を行っております。

クレジット金融事業においては、会員からの年会費、百貨店及び外部加盟店からの手数料、

割賦販売利息を収益として認識しております。

 

⑤　その他

その他のうち、建装業における内装工事の設計及び施工について、工事契約の成果が信頼性を

もって見積もることができる場合は、履行義務の進捗に応じて収益を認識しております。工事契

約の成果が信頼性をもって見積もれない場合は、発生した工事契約原価のうち回収される可能性

が高い範囲でのみ収益を認識しております。
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７．配当金

前第２四半期連結累計期間（自 2018年３月１日 至 2018年８月31日）

（1）配当金支払額

決議日  株式の種類  
配当金の総額
（百万円）

 
１株当たり配当額

（円）
 基準日  効力発生日

2018年４月10日

取締役会
 普通株式  5,015  19.00  2018年２月28日  2018年５月７日

（注）上記の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の所有する当社株式に対する配当金46百万円が含まれて

おります。

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四

半期連結会計期間の末日後となるもの

決議日  株式の種類  
配当金の総額
（百万円）

 
１株当たり配当額

（円）
 基準日  効力発生日

2018年10月９日

取締役会
 普通株式  4,487  17.00  2018年８月31日  2018年11月８日

（注）上記の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の所有する当社株式に対する配当金39百万円が含まれて

おります。

 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2019年３月１日 至 2019年８月31日）

（1）配当金支払額

決議日  株式の種類  
配当金の総額
（百万円）

 
１株当たり配当額

（円）
 基準日  効力発生日

2019年４月９日

取締役会
 普通株式  4,751  18.00  2019年２月28日  2019年５月７日

（注）上記の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の所有する当社株式に対する配当金42百万円が含まれて

おります。

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四

半期連結会計期間の末日後となるもの

決議日  株式の種類  
配当金の総額
（百万円）

 
１株当たり配当額

（円）
 基準日  効力発生日

2019年10月８日

取締役会
 普通株式  4,751  18.00  2019年８月31日  2019年11月11日

（注）上記の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の所有する当社株式に対する配当金40百万円が含まれて

おります。
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８．金融商品の公正価値

(1）公正価値の算定方法

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、その他の金融資産（流動）、営業債務及

びその他の債務、その他の金融負債（流動））

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

デリバティブは、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産又は金融負債として、取引先

金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。

 

（その他の金融資産（非流動）、その他の金融負債（非流動））

上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しております。非上場株式

の公正価値については、割引将来キャッシュ・フロー、収益及び純資産に基づく評価モデル及

び類似企業比較法等により算定しております。

償却原価で測定されるその他の金融資産又はその他の金融負債は、主に差入敷金及び保証金

又は預り敷金及び保証金となり、これらの公正価値については将来キャッシュ・フローを現在

の市場利子率で割り引いた現在価値等により算定しております。

 

（社債及び借入金）

社債及び借入金は、将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

(2）償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

なお、公正価値で測定する金融商品及び帳簿価額と公正価値が極めて近似している金融商品

については、次表に含めておりません。

 
前連結会計年度

（2019年２月28日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2019年８月31日）

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

 百万円  百万円  百万円  百万円

金融資産        

その他の金融資産（非流動） 64,000  68,276  64,824  69,758

合計 64,000  68,276  64,824  69,758

金融負債        

借入金 124,530  125,289  112,100  113,095

社債 49,848  50,310  79,737  80,865

その他の金融負債（非流動） 47,704  47,760  38,096  38,298

合計 222,082  223,360  229,933  232,259

 

EDINET提出書類

Ｊ．フロント　リテイリング株式会社(E03516)

四半期報告書

31/37



(3）公正価値測定

公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性

に応じた公正価値測定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価

値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

経常的に公正価値により測定する金融商品の公正価値は以下のとおりであります。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各報告日において認識しております。なお、前

第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間において、公正価値ヒエラルキーのレ

ベル１、レベル２及びレベル３の間の振替はありません。

 

前連結会計年度（2019年２月28日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産        

デリバティブ金融資産 －  23  －  23

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融

資産
       

その他の金融資産（非流動） 8,604  －  23,620  32,225

合計 8,604  23  23,620  32,248

負債：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債        

デリバティブ金融負債 －  15  －  15

合計 －  15  －  15
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当第２四半期連結会計期間（2019年８月31日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産        

デリバティブ金融資産 －  －  －  －

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融

資産
       

その他の金融資産（非流動） 5,192  －  21,236  26,428

合計 5,192  －  21,236  26,428

負債：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債        

デリバティブ金融負債 －  71  －  71

合計 －  71  －  71

 

(4）レベル３に分類された金融商品の当期首から当期末までの変動

レベル３に分類された金融商品の当期首から当期末までの変動は、以下のとおりでありま

す。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年３月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

 百万円  百万円

期首残高 22,802  23,620

その他の包括利益（注） 1,534  △2,446

購入 90  99

売却 －  △37

期末残高 24,428  21,236

（注） その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産に関するものであります。これらの利得及び損失は、要約四半期連結包括利益計算書の「その他の

包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含まれております。

 

レベル３に分類されている金融商品は、主に非上場株式により構成されております。非上場

株式の公正価値は、当社グループの担当部門がグループ会計方針等に従って、四半期ごとに入

手可能な直前の数値を用いて測定し、公正価値の変動の根拠と併せて上位者に報告がなされ、

必要に応じて経営者にも報告がなされております。

公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類される公正価値測定について用いている重要な観察

不能なインプットである非流動性ディスカウントは、30％で算定しております。

このインプットの著しい増加（減少）は、公正価値の著しい低下（上昇）を生じることとな

ります。
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９．１株当たり利益

(1）基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年３月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

基本的１株当たり四半期利益（円） 60.80  54.89

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 60.80  54.89

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自 2018年６月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自 2019年６月１日
至 2019年８月31日）

基本的１株当たり四半期利益（円） 28.92  26.44

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 28.92  26.44

 

(2）基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

① 普通株主に帰属する利益

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年３月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 15,910  14,367

親会社の普通株主に帰属しない利益（百万円） －  －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する四

半期利益（百万円）
15,910  14,367

四半期利益調整額（百万円） －  －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
15,910  14,367

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自 2018年６月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自 2019年６月１日
至 2019年８月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 7,567  6,920

親会社の普通株主に帰属しない利益（百万円） －  －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する四

半期利益（百万円）
7,567  6,920

四半期利益調整額（百万円） －  －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益（百万円）
7,567  6,920
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② 期中平均株式数

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年３月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2019年３月１日
至 2019年８月31日）

期中平均普通株式数（株） 261,666,826  261,756,871

普通株式増加数    

役員報酬ＢＩＰ信託 1,881  2,714

希薄化後の期中平均普通株式数 261,668,707  261,759,585

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自 2018年６月１日
至 2018年８月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自 2019年６月１日
至 2019年８月31日）

期中平均普通株式数（株） 261,670,229  261,760,277

普通株式増加数    

役員報酬ＢＩＰ信託 1,881  2,714

希薄化後の期中平均普通株式数 261,672,110  261,762,991

 

（注）基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定において、役員報酬ＢＩＰ信託の所有

する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均普通株式数から当該株式数を控除しておりま

す。

 

10．コミットメント

有形固定資産及び無形資産の取得に関して契約上確約している重要なコミットメントは前連結

会計年度末16,057百万円、当第２四半期連結会計期間末17,148百万円であります。

 

11．後発事象

該当事項はありません。

 

12．要約四半期連結財務諸表の承認

本要約四半期連結財務諸表は、2019年10月11日に代表執行役社長山本良一によって承認されて

おります。

 

 
 

２【その他】

2019年10月８日開催の取締役会において、2019年８月31日の最終の株主名簿に記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

決議年月日          2019年10月８日

配当金の総額           4,751百万円

１株当たり配当額           18.00円
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2019年10月11日

Ｊ．フロント リテイリング株式会社

取締役会 御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 竹 之 内  和  徳   ㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 芝   山   喜   久   ㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 松   浦         大   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るＪ．フロント リテイリング株式会社の2019年３月１日から2020年２月29日までの連結会計年度の第
２四半期連結会計期間（2019年６月１日から2019年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019
年３月１日から2019年８月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政
状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計
算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定によ

り国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して、Ｊ．フロント リテイリング株式会社及び連結子会社の2019年８月
31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経
営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ
る事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以 上
 
 
（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。
２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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